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Ⅰ．事業概要
１．目的
環境・リサイクル市場として急拡大するアジア市場において、環境浄化のニーズは多様化・複雑化・大規模化しており、地域の中小企業が単体でアジア市場の環境浄化ニーズを満たすのは困難になりつつあります。
こうした状況を踏まえ、財団法人九州産業技術センター（Ｋ－ＲＩＰ事務局）では、平成23年度より、複数の中小企業が連携し、個々の公害防止技術を組み合わせ、環境浄化のニーズに対して適切なソリューションを提供する「ソリューション型企業連合体」の構築促進に向け、研究会の開催などに取り組みを進めています。
この企業連合体の構築をより具体化させるためには、具体的なプロジェクトに対し、どのようなソリューション提供が可能であり、また、どのような公害防止技術が不足しているのか、どのようにプロジェクトにアプローチしていくべきか等を企業連合体の構成員で十分検討することが重要と考えられます。

そして、企業連合体で提案するソリューションが実際に有効であることを現地で実証し、具体的なビジネスにつなげることが重要であると考えられます。

このため、中国や韓国において、企業連合体方式で提供するソリューションの現地実証事業を支援するべく、実証プロジェクトを公募します。
《 事業スキーム 》












　※⑤、⑧、⑨、⑩は各企業と個別に行います。
２．海外現地実証事業の実施者等の要件
海外現地実証事業を行う事業者は、複数（１社以上）の他社と連携し、企業連合体を組織し、連名で提案・申請することが必要です。
また、企業連合体の構成メンバーの中から、事業全体を総括的に管理する「中核事業者」を定めてもらうことが必要です。







企業連合体そのもの、また、企業連合体を構成する各企業は、次に掲げる要件を満たしていることが必要です。
（１）企業連合体の要件

①企業連合体を構成する各企業は、原則、Ｋ－ＲＩＰ会員企業であること。
（Ｋ－ＲＩＰ非会員企業が含まれても構わないが、Ｋ－ＲＩＰ非会員企業は、委託費の支払い対象とならないことに留意すること。）
（２）企業連合体を構成する各企業の要件

①現地実証事業を的確に遂行するための費用のうち、当該事業資金の調達に関し、十分な財政的基礎を有すること。
②Ｋ－ＲＩＰが指定する期日までに、受益者負担額（委託費の１／３の金額））を所定の口座に納めて頂きます。
③現地実証事業に係る会計処理、その他の事務について的確な管理能力及び処理能力
を有すること。
④日本国内の法人格を有する組織であって、(財)九州産業技術センターとの委託契約
を締結できること。
（３）中核事業者の要件等
中核事業者となる企業は、原則、中小企業（注１）であり、且つ、Ｋ－ＲＩＰ会員であることが必要です。また、現地実証事業の運営管理、企業連合体構成員相互の調整を行うとともに、実証事業の実施管理、実証事業の成果のとりまとめ・普及、事業化の推進（又は推進支援）等の役割を主体的に担う事業者とします。
そのため、中核事業者には、事業管理の主体者として、上記（２）の要件に加えて、以下のような能力が求められます。なお、要件を満たさなくなった場合、実証事業実施期間の中途であっても委託契約を取り消すことがありますのでご注意ください。
①海外現地実証事業の事業全体の運営管理を行い、企業連合体構成員相互の調整を適切に行えること。

②海外現地実証事業終了後、当該年度における実証事業の結果概要を文書によって報告し（Ａ４サイズの用紙にて30～50ページ程度）、今後の事業展開について、説明を行う能力を有すること。
　なお、実証事業の結果概要を報告する報告書の内容は以下の事項が含まれることとする。

　・現地の環境課題の概要（現場の写真等を挿入のこと）
　・現地で提案するソリューションの内容（概要）
　・現地実証事業の取り組みスケジュール
　・実証事業中に発生した課題と対応

・実証事業を踏まえたビジネス展開
※実証事業前、実証事業途中、実証事業終了後の現場写真を掲載すること。
（注１）中小企業者とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者、中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１項に規定する中小企業団体並びに特別の法律によって設立された組合及びその連合会であって、その直接又は間接の構成員たる事業者の３分の２以上が中小企業基本法第２条に規定する中小企業者である団体をいいます。ただし、次のいずれかに該当する者（以下「みなし大企業」という。）は除きます。 
○発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者 

○発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 

○大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 

３．海外現地実証事業の実施対象
　現地実証事業の対象は、次の地域で行うものとします。
・中国遼寧省

・中国山東省

　　　・韓国
４．事業期間
本実証事業は、委託契約日から平成24年3月10日までとなります。
５．海外現地実証事業にかかる委託費
（１）委託対象経費
・輸送費（日本から海外の最終目的地までの輸送費のうち、日本側で支払い実績
が明示できるものに限る。）
　　・機器等借料（日本の法人との契約するものに限る。）

・通訳費（通訳者の派遣は、日本法人と契約を締結し、日本国内及び現地で通訳業
務を行うものする。）

・翻訳費（日本で翻訳を行うものに限る。）

（２）委託費の上限
採択された海外現地実証事業に参加する各企業の委託費の合計は、総額600万円（消費税等込み）を上限とします。

なお、委託契約を締結できる企業は、Ｋ－ＲＩＰ会員企業に限られますのでご留意ください。
　　（例）

　　　《構成企業》　               　　　《委託金額（消費税込み）》

　　・構成企業Ａ（中核事業者・K-RIP会  員）： ４００万

　　・構成企業Ｂ（共同事業者・K-RIP会  員）： ２００万

　　・構成企業Ｃ（共同事業者・K-RIP非会員）： 　  ０万

（合計）　　　　　　　　　　６００万

・なお、実証事業の案件が複数採択された場合は（最大2件）、委託費の合計額を調整させて頂きます。

６．応募手続き
（１）受付期間

平成23年8月25日（木）～平成23年9月22日（木）17時必着
（受付時間　１０：００～１２：００、１３：３０～１７：００）
（２）提出書類
受付期間内に、応募書類様式（11頁～）で定める書類等を提出してください。
また、中核事業者となる企業は、参考資料として、出資者及び役員の一覧が記載されている書類、直近の決算（営業）報告書又はそれらに準じるものを提出ください。

＜提出書類の注意点＞

　　①本公募要領で定める様式（Ａ４）を使用し（各様式の枠を広げる・狭めること
は可）、正本1部（片面印刷）、副本5部（片面印刷）を提出してください。

　　②提出書類については、以下のとりまとめ方法及びチェックシート（21頁）
の注意事項に沿ってとりまとめのうえ、提出してください。
　　③提出書類については、審査項目に基づいて書面審査を行いますので、提案内容
について書類上の記述だけで理解できるように記載してください。必要に応
じて応募者のヒアリング又は追加説明資料の提出を求めることがあります。

　　④提出書類は、審査のためにのみ使用いたします。提出された書類は返却いたし
ません。

　　⑤応募書類に著しい不備がある場合は、審査対象とならないことがありますので、

ご注意ください。
　　＜提出書類のとりまとめ方法＞






＜封入の方法（提案書＋CD-R）＞






（３）提出先及び問い合わせ先　
応募書類の提出については、（財）九州産業技術センター内K-RIP事務局までお願いします。
《申請窓口》
	窓口
	所在地
	ＴＥＬ＆ＦＡＸ

	九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ（K-RIP）
	〒812-0013　　

福岡市博多区博多駅東2-13-24　（財）九州産業技術センター内
	TEL 092-474-0042
FAX 092-472-6609


　※受付時間外や締切り後の提出は受け付けません。また、電子メール、FAXによ
る提出は受け付けません。郵送の場合は、配達等の都合で締切時刻までに届かな
い場合がありますので、期限に余裕を持って送付してください。

７．採択審査及び結果の通知
（１）審査方法

採択案件の選定は、応募要件に合致する提案を対象に学識経験者等から成る審査委員会をK-RIP事務局に設置して審査を行います。審査の途中経過等に関する問い合わせには応じません。

なお、選定に当たって、審査委員会が提案の内容、実施体制等に関し、条件を付すことがあります。
　＜書類審査について＞
　　応募書類に基づいて書類審査を実施します。審査期間中に必要に応じて提案の詳
細に関する追加資料を求める場合があります。　

また、審査に当たって、必要に応じてヒアリングを実施する場合があります。ヒアリング審査に対応できない場合には、審査対象から外れますのでご注意ください。

（２）審査項目

審査委員会では、所定の応募要件を満たしている応募案件について、以下の項目について評価し、総合的な審査を行います。
①基本的事項の評価について
イ．海外現地実証事業実施者としての管理能力・分析能力

ソリューション提供にかかる課題を分析して、現地実証事業を実施できる十分な管理能力があること。
ロ．財務能力

 　　　　　現地実証事業の実施にあたり、必要な経費の負担が可能であること。
②企業連合体の体制の評価について
イ．企業連合体の構築体制の適切性

企業連合体を構成しようとする各企業の連携が妥当（技術・サービス等が補
完関係にある等）であり、事業実施に係る体制（意志決定方法の確立、必要な人材・設備等が揃っていること）が適切であること。

③現地実証事業の内容の評価項目

イ． 実証の目的・目標の的確性

複数の企業が保有する技術・サービス等の統合・組み合わせで創造される具

体的なソリューションの実証であること。
ロ．環境課題ニーズとソリューションの適合可能性

創出されるソリューションの内容が、現地市場の環境課題ニーズに合致しており、効果的、経済的に課題解決できる可能性があること。

ハ．実証事業費の妥当性

機械装置等の購入計画等を含めた実証事業費の提案額が、実証事業計画等に
照らして妥当かつ効果的であること。

④．事業化可能性の評価項目

イ． 当該実証事業が応用できる市場規模
　　　今回の現地実証事業によって解決される環境課題の拡がり（潜在的な市場規

模）が見込まれること。
ロ. 実証事業から事業化への移行に向けた見通しの明確性

実証事業の結果、事業化の見通しが明確になっていること。

（３）審査結果の通知

審査結果（採択又は不採択）については、１０月上旬（予定）にK-RIP事務局から中核事業者あて通知します。
また、委託契約額は、外部有識者による審査委員会を経て予算の範囲内で決定するため、提案額と同額になるとは限りませんのでご了承ください。　

まお、企業連合体を構成する企業各社は、(財)九州産業技術センターと委託契約を締結後に事業を実施してください。
（４）その他

提出書類はプロジェクトの選定のためにのみ使用いたします。また、提案書等の返却はいたしませんのであらかじめご了承ください。
本事業では、提案書類の取扱いは厳重に行い、企業秘密の保持の観点から提案者の了解なしには提案の内容等の公表は行いません。

採択された場合であっても、予算の都合等により提案した金額が一部減額される場合がありますのでご了承ください。

８．支払
海外現地実証事業に要した経費（委託対象経費分）への支払いについては、海外現地実証事業終了後、企業連合体の中核事業者から(財)九州産業技術センターに提出される報告書の内容が適当であると認められ、企業連合体を構成する各企業の委託費の支出内容が適当であると認められ、また、受益者負担額（委託費の１／３）の納入が確認された後に、精算払いとなります。
Ⅱ．応募書類様式

○【様式１】提案書
○【様式２】海外現地実証事業計画書
○ 提出書類チェックシート

（注）応募に当たっては、必ず本公募要領で定める様式（Ａ４）を使用し（各様式の

枠を広げる・狭めることは可）、指定枚数内で記載してください。

なお、青色の文字で記載してある注意事項及び記載例は、提出時に削除してく
ださい。
平成２３年度 ソリューション型企業連合体構築に係る海外現地実証事業

提案書

平成　　年　　月　　日

財団法人九州産業技術センター　会長　鎌田　迪貞　殿
　標記実証事業について、公募要領記載事項についてすべて了承しましたので、以下のとおり提案します。

１．応募者

	企業連合体構成メンバー①

（中核事業者）


	企業の名称
	

	
	住所
	〒　　

	
	代表者の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	連絡先
（担当者）
	連絡窓口担当者名：○○　○○

	
	
	(tel)　　　－　　－　　　(fax)　　－　　　－

	
	
	(E-mail)

	企業連合体構成メンバー②
（共同事業者）
	企業の名称
	

	
	住所
	〒　　

	
	代表者の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


※３者以上の場合もすべての応募者について記載・捺印してください。

２．海外現地実証事業のテーマ名
	


３．海外現地実証事業の目的及び内容（詳細は、様式２「海外現地実証事業計画書」のとおり。）
　　※200文字以内で現地実証事業の必要性、目的、事業の内容を要約してください。
	


海外現地実証事業計画書
※　以下の１～10について15枚以内で記載してください。（全角・数字は半角可、1行あたり４０文字以内）
１．応募者の概要（企業概要）　
※　企業連合体を構成する全ての構成企業について記載してください。（３社以上の場合は記
入欄を追加ください）
※　中核事業者となる企業は必ず企業①の欄に記載ください。

※　表中、「実証事業に関与する社員の名前」の欄に掲載されている方が取り組む現地実証事
業が委託費の対象となります。
	企業

①
	企業名
	

	
	住所
	〒

	
	代表者
	

	
	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　百万円

	
	設立年
	

	
	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　人

	
	連絡窓口
（1名）
	（お名前・役職）

	
	
	（電話番号）　　　　　　　　（ＦＡＸ番号）

	
	
	（E-mailアドレス）

	
	実証事業に関与する社員の名前
	氏名：　　　　　　　　　（主な役割：　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	氏名：　　　　　　　　　（主な役割：　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	氏名：　　　　　　　　　（主な役割：　　　　　　　　　　　　　）

	
	業種及び主な事業内容
	

	
	主な出資者

（出資比率）


	※出資比率順に上位3者を記載してください。３者以上の場合は、３番目以降をまとめて「ほか○者」と記載してください。

※出資者が大企業の場合は、【大企業】と記載してください。
＜記載例＞(株)○○○○　　（30.5％）【大企業】

(株)△△△△　　（20.5％）

○×△□○×△　（49％）　　ほか3者

	

	企業

②
	企業名
	

	
	住所
	〒

	
	代表者
	

	
	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　百万円

	
	設立年
	

	
	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　人

	
	連絡窓口
（1名）
	（お名前・役職）

	
	
	（電話番号）　　　　　　　　（ＦＡＸ番号）

	
	
	（E-mailアドレス）

	
	実証事業に関与する社員の名前
	氏名：　　　　　　　　　（主な役割：　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	氏名：　　　　　　　　　（主な役割：　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	氏名：　　　　　　　　　（主な役割：　　　　　　　　　　　　　）

	
	業種及び主な事業内容
	

	
	主な出資者

（出資比率）


	※出資比率順に上位3者を記載してください。３者以上の場合は、３番目以降をまとめて「ほか○者」と記載してください。

※出資者が大企業の場合は、【大企業】と記載してください。
＜記載例＞(株)○○○○　　（30.5％）【大企業】

(株)△△△△　　（20.5％）

○×△□○×△　（49％）　　ほか3者

	


３．企業連合体の構築までの経緯

	


４．企業連合体のフォーメーション

	（例）






５．複数の企業からなる連合体で創造した公害防止技術・サービス等の概要

※　企業連合体構成メンバーが保有する公害防止技術・サービス、各社の技術等を組み合わせ、また統合することによって提供する公害防止技術・サービスの概要をご記入ください。
	《企業名：○○○》

・保有技術・サービス等の概要

《企業名：△△△》

・保有技術・サービス等の概要



	《複数の企業が連携することにより創造される公害防止技術・サービスの概要》

※技術の概要（特性、優位性等）や、解決可能となる環境課題をご記入ください。




６．（５．の内容を踏まえ）現地実証事業のポイント
※　５．で記載された“企業連合体で提供可能と考えられる公害防止技術・サービス”をどのように適用し、実証していくのか記載ください。
	（１）現地の環境課題の詳細
　※環境課題が発生した背景、要因、有効な解決方法について考察した内容を記入ください。

（２）現状の対応策と処理課題、現地で期待されている目標値

　※目標値については、クリアしようとする環境基準だけでなく、ランニングコスト等の経済面についても言及してください。
（３）実証事業で取り組むソリューションの適合性と有効性

※技術面、経済面（コスト等）等でどのように有効なのか記載ください。

（４）現地実証事業の課題と対処方法
※現地実証事業を進めていく上で予想される課題と対処方法（技術的なもの等）をご記入ください。



７．現地実証事業の実施スケジュール

※　実証事業の取り組みスケジュールをご記入ください。

（１）23年度の取り組みスケジュール

	取り組み内容
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	・・・・・・・
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	・・・・・・・
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	・・・・・・・・・
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	・・・・・・・
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


８．現地実証事業終了後（24年度以降）の事業展開計画

※　実証事業の結果を踏まえ、どのように事業化につなげていくのか、他地域への展開可能性（潜在的な市場規模等）も踏まえ、ご記入ください。
	


９．平成23年度提案総額内訳表

※ 別添のエクセルファイルをご利用ください。

[image: image1.emf]（単位：千円）※千円未満は切り捨て

中核事業者 共同事業者Ａ 共同事業者Ｂ

○○株式会社 △△株式会社 □□株式会社

外形要件

□中小企業に該当 ○ ○ ×

□Ｋ－ＲＩＰ会員企業に該当 ○ ○ ○

経費

①プラント・設置工事費 0 0 0 0

○○工事費 0

○○費 0

②労務費 0 0 0 0

研究員人件費 0

③運搬費（実証事業用機器類） 0 0 0 0

機器類等の運搬費（日本→海外） 0

④機器等借料 0 0 0 0

試験機器等の借料 0

⑤通訳費 0 0 0 0

通訳費 0

⑥翻訳費 0 0 0 0

翻訳費 0

⑦渡航費 0 0 0 0

渡航費、宿泊費 0

⑧その他経費 0 0 0 0

消耗品費等 0

0 0 0 0

（Ａ）委託対象分（③、④、⑤、⑥） 0 0 0 0

0 0 0 0

　 （Ｂ）委託対象分の消費税等 0 0 0 0

0 0 0 0

うち委託対象分（（Ａ）＋（Ｂ）） 0 0 0 0

項　　目 合計

小計（①～⑧）

消費税及び地方消費税（①～⑧）

合計

テーマ名


１０．専門用語等の解説
※　※本申請書の記載に当たって使用した専門用語、略語等について、個別に簡潔に記載してください。

	


提出書類チェックシート
※　応募書類について提出漏れがないか、指定枚数内で記載されているか等についてチェックのうえ、提出用の封筒（角形２号）に貼付し、提案書類とともに提出してください。　　

※　封筒には、応募資料を保存したＣＤ－Ｒも同封してください。
	プロジェクト名「　　　　　　　　　　　　　　                      　　　　　」
中核事業者：（企業名）　　　　　　　　　（担当者名）


	
	チェック欄
	提出書類
	提出

部数
	ＣＤ-Ｒに保存する物
	指定枚数等
	ページ

	 添付物
	 
	提出書類チェックシート
	１部
	×
	１枚
	－

	
	
	ＣＤ－Ｒ
	１枚
	×
	１枚
	－

	提 案 書
	
	様式１：提案書 
	
正本１部

＆

副本5部
	○
	２枚程度
	様式１～様式２まで通しページ番号を付してください

	
	
	様式２：現地実証事業計画書
	
	○
	１５枚以内
	

	
	
	参考資料：中核事業者となる企業の出資者及び役員の一覧が記載されている書類、直近の決算（営業）報告書
	
	×
	指定無し
	－


[image: image2.emf] 
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受付番号：























様式２





【共同事業者】企業C





※１：（同左）





様式１





【共同事業者】


企業B





※１：（同左）





【受付期間】


平成２３年８月２５日（木）～平成２３年９月２２日（木）


（土曜・日曜・祝日を除く）


受付時間 10:00～12:00、13:30～17:00








審査会


（③審査）














⑩委託費の支払い





⑦実証結果報告





⑧受益者負担額の納付





⑥現地実証





④採択通知





②提案





①公募

















（財）九州産業技術センター


（K-RIP事務局）





【共同事業者】


企業B





【中核事業者】


企業A





企業連合体





【中核事業者】


企業A


※１：日本国内に事業所があり、日


本法人として登記をされているこ


とが必要。


※２：K-RIP会員企業であること。





企業連合体


企業連合体において、事業を総括的に管理する「中核事業者」を定めてください。





（財）九州産業技術センター（K-RIP事務局）





連名による提案・申請





提案書








１














提案書（正本1部・副本5部）





ページ












































左上を一括でホチキス止め








左側に長辺２穴のパンチ穴をあける





下中央に通し番号を付す





揃える順番


・様式１：提案書


・様式２：海外現地実証事業計画書


・参考資料（中核事業者となる企業の出資者及び役員の一覧が記載されている書類、直近の決算（営業）報告書）





封筒の仕様と封入物




















【CD-Rへのデータの収録方法】


























　提出書類チェックシートのチェック欄について内容等を確認のうえチェック、必要事項等を記入し、封筒に貼付してください。


　封筒には、以下の書類等を同封してください。


　・提案書一式・・・・・・6部（製本1部、副本5部）


・CD-R（提案書のデータが入ったもの）・・ 1枚





チェックシート








角形２号封筒








○○株式会社【共同事業者】


連携窓口：○○○○（氏名）


＜役割＞


①・・・・


②・・・・








○○株式会社【中核事業者】


事業管理者：○○○○（氏名）


＜役割＞


①・・・・


②・・・・





○○会社【共同事業者】


連携窓口：○○○○（氏名）


＜役割＞


①・・・・


②・・・・








企業連合体











プロジェクト名


「・・・・・・」











事業管理者：XXXX








提案書


様式1～2


（別紙含む）








【様式１】提案書.pdf





【様式２】海外現地実証事業


計画書.pdf








　※　提案書の様式１～２について、ＣＤ－Ｒに電子媒体資料を保存してください。


※　収録の際には、上記のフォルダ構成及びファイル名で収録してください。


　ファイルの形式は、PDF形式またはワード形式で、できるだけ様式ごとに１ファイルにまとめて収録してください。























⑤委託契約





⑨委託費の請求



































中国・韓国での具体的な現地実証プロジェクト


（中国遼寧省・山東省、韓国）











【共同事業者】


企業C
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